
住居確保給付金のご案内（転居費用の補助）

収入が大きく減少し、家賃が安い住宅に転居する必要がある方に、
家計改善支援において、転居によって家計が改善すると認められる
こと等を要件として、転居費用（補助対象外あり）を不動産仲介業
者等に代理納付します。
※支給決定後、領収書等を提出し実際の支出額が支給額を下回っていた場合等は、返金していただきます。

転居費用の支給上限額（蓮田市）

・ 単身世帯 ：111,000円
・ ２人世帯 ：132,000円
・ ３人世帯 ：144,000円
※ 支給上限額は転居先の自治体によって異なります。
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転居費用補助の支給を申請する場合には、家計改善支援の結果として、転
居が必要であり、かつその費用の捻出が困難であることが認められることが
要件の一つとなっています。
※収入と資産要件等があります。詳しくは裏面をご覧ください。

相談から支給までの流れ
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目安：２カ月程度

目安：審査に必要な書類が揃ってから支給まで１カ月程度



□①申請者と同一世帯に属する者の死亡、又は申請者もしくは申請者と同一の世帯
に属する者の離職、休業等により、世帯収入額が著しく減少し、経済的に困窮
し、住居喪失者又は住居喪失のおそれがある【基本要件】

□➁申請日の属する月において、世帯収入額が著しく減少した月から2年以内で
世帯生計を主として維持している【収入減少期間要件・生計維持要件】

□➂申請日の属する月の、申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の収入の合計
額が次の表の金額以下である【収入要件】

収入とは・・・給与収入の場合：社会保険料等天引き前の総支給額

自営業の場合：収入から経費を控除した後の額

公的給付等：公的年金、雇用保険の失業等給付、健康保険傷病手当金等

※5人以上の世帯の場合の基準額等は、お問い合わせください。

□④申請日において、申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の預貯金の合計額
が次の表の金額以下である【資産要件】

□⑤当窓口で家計改善支援を受けた結果、次のいずれかに該当すると判断され、か
つ、転居費用の捻出が困難であると認められた【家計改善に関する要件】

・転居することで、申請者が住居にかける負担月額が減少し、家計全体の支出の削
減が見込まれること

・転居することで、申請者が住居にかける負担月額が増加するが、転居に伴うその
他の支出の削減により家計全体の支出の削減が見込まれること

□⑥自治体等が法令又は条例に基づき実施する離職者等に対する転居の支援を目的
とした類似の給付等を、申請者及び申請者と同一の世帯に属する者が受けてい
ない【類似給付に関する調整規定】

□⑦申請者及び申請者と同一の世帯に属する者のいずれもが暴力団員でない

単身世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯

金融資産額 51.6万円 74.4万円 88.2万円 100万円

単身世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯

収入基準額（月額） 12.3万円 16.8万円 19.5万円 22.3万円

住居確保給付金（転居費用の補助）給付要件

※ 申請時、以下のすべてに該当する方が対象になります。



項 目 チェック

① 住居確保給付金要転居証明書（様式10） □

② 生活困窮者住居確保給付金支給申請書（様式１－１）第１号の２ □

③ 住居確保給付金申請時確認書（様式１－2Ａ）※誓約事項及び同意事項すべてに署名
□

④ 本人確認書類の写し 次のいずれか（顔写真付きでない場合は２点必要）

□

⑤ 収入減少関係書類
世帯収入額が、申請日の属する月を起点に2年以内に著しく減少したことが確

認できる書類の写し
・給与明細、預金通帳等 ※収入減少前と減少後が把握できること

□

⑥ 離職等関係書類
世帯収入額が著しく減少する直前に、申請者と同一の世帯に属する者が死亡、又は

申請者若しくは申請者と同一の世帯に属する者が離職、休業等をしたことが確認で
きる書類の写し
・離職票、雇用保険受給資格者証、廃業届（自営業者）、退職証明書（参考様式５）等
※離職関係書類の提出が困難な場合、離職状況等に関する申立書（参考様式５-1Ｂ）に詳
細を記載し提出

・収入の著しい現象の発端となった事象（離婚、配偶者の死亡等）について、事実を客観
的に証明できる書類

□

⑦ 収入関係書類

申請者及び申請者と同一の世帯に属する者のうち収入がある者について、申請日の

属する月の収入が確認できる書類の写し

例：給与明細、年金額改定通知書・年金振込通知書、失業給付受給の場合は雇用保険受

給資格証明書等

※自営業者やフリーランスの方は参考様式９「収支状況表（自営業者用）」を提出

□

⑧ 金融資産関係書類
申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の、申請日の金融機関の通帳等の写し □

⑨ 入居予定住宅に関する状況通知書（様式２－２）
※表面は入居予定住宅の不動産媒介業者等が記入、裏面は申請者が記入 □

住居確保給付金（転居費用の補助）申請書類チェックリスト

運転免許証、個人番号カード、一般旅券、各種福祉手帳、資格確認書、
住民票、戸籍謄本、在留カード等

ご不明な点等は、下記までお問合せください
蓮田市役所福祉課 福祉総合相談窓口

048－768－3111（内線13５）
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